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２月定例県議会

２
０
１
７
年
度
の
県
予
算
を
審
議
す
る
２
月
定
例
県
議
会
は
、
２
月

日
か
ら
３
月

日
ま
で
の
会
期

日
間
で
開
催
さ
れ

14

17

32

ま
し
た
。
大
震
災
と
原
発
事
故
か
ら
丸
６
年
、
原
発
事
故
を
過
去
の
も
の
と
す
る
動
き
が
強
ま
る
中
で
の
県
議
会
で
し
た
。

共
産
党
県
議
団
は
、
代
表
質
問
に
宮
本
し
づ
え
県
議
、
追
加
代
表
質
問
に
阿
部
裕
美
子
県
議
、
一
般
質
問
に
宮
川
え
み
子
県
議
、

総
括
質
問
に
神
山
悦
子
県
議
が
立
ち
ま
し
た
。
最
終
本
会
議
で
は
、
吉
田
英
策
県
議
が
議
案
へ
の
討
論
を
行
い
ま
し
た
。

「２０１７原発のない福島を！福島県民大集会」に５７００人が参加(３月１８日･郡山市開成山陸上競技場)

福
島
第
二
原
発
廃
炉

の
決
断
を
求
め
る
に
あ

た
っ
て
、
６
年
間
の
経

過
を
踏
ま
え
今
ま
で
の

よ
う
な
や
り
方
で
は
な

く
、
県
主
催
の
集
会
を

開
き
県
民
の
総
意
を
国

と
東
電
に
示
す
べ
き
だ

と
質
し
ま
し
た
。
知
事

は
、
「
私
が
あ
ら
ゆ
る
機

会
を
捉
え
て
国
と
東
電

に
求
め
る
」

と
の
答
え
を

繰
り
返
す
だ

け
で
し
た
。

宮
本
し

づ
え
県
議

は
、
大
震

災
・
原
発

事
故
か
ら

６
年
を
迎

え
て
県
民
が
か
か
え
る
要
求
を
も
と

に
、
原
発
事
故
収
束･

廃
炉
、
東
電

改
革
、
避
難
者･

被
災
者
支
援
、
除

染
、
賠
償
等
に
つ
い
て
、
内
堀
県
政

の
あ
り
方
を
質
し
ま
し
た
。

自
主
避
難
者
へ
の
住
宅
提
供
が
３

月
で
終
わ
る
問
題
で
、
県
が
す
べ
て

の
県
民
が
被
災
者
だ
と
言
う
立
場
に

立
つ
な
ら
、
追
い
出
し
は
や
め
て
最

後
の
一
人
ま
で
責
任
を
持
つ
べ
き
と

求
め
た
の
に
対
し
て
、
３
月
で
終
了

す
る
方
針
を
変
え
る
と
は
言
わ
ず
、

行
き
先
の
な
い
人
が
出
な
い
よ
う
に

支
援
す
る
と
述
べ
る
に
と
ど
ま
り
ま

し
た
。

現
時
点
で
４
月
以
降
の
住
ま
い
が

経
産
省
の
東
電
改
革
１
Ｆ
問
題
委

員
会
が
示
し
た
「
東
電
改
革
提
言
」

に
対
し
て
、
県
は
、「
国
と
東
電
が

福
島
原
発
事
故
処
理
に
責
任
を
負
う

た
め
の
も
の
」
と
い
う
認
識
を
示
し

ま
し
た
。
こ
れ
は
事
の
本
質
を
見
な

い
も
の
で
す
。

福
島
原
発
事
故
処
理
に
要
す
る
費

用
見
込
み
額
が
、

兆
円
か
ら

・

11

21

５
兆
円
へ
約
２
倍
に
ふ
く
ら
み
、
更

に
増
え
る
可
能
性
が
あ
る
と
し
て
い

ま
す
。

東
電
は
破
綻
さ
せ
ず
存
続
さ
せ
る
。

東
電
が
負
担
す
る
処
理
費
用
は
、
柏

崎
刈
羽
原
発
を
再
稼
働
さ
せ
る
こ
と

で
調
達
す
る
。
税
金
の
投
入
と
新
電

力
の
電
気
料
金
に
負
担
を
上
乗
せ
す

る
。
そ
の
う
え
で
、

電
力
業
界
が
世
界

に
向
け
て
新
た
な

事
業
展
開
し
や
す

い
構
造
改
革
を
進

め
る
と
い
う
身
勝

手
な
も
の
で
す
。

未
確
定
な
の
は
２
５
０
世
帯
と
答
弁

し
ま
し
た
が
、
決
め
た
人
の
中
で
も

少
な
く
な
い
人
が
不
本
意
な
が
ら
出

ざ
る
を
得
な
い
と
い
う
人
た
ち
で
す
。

川内村の仮設住宅で要望を伺い
ながら懇談（郡山市の仮設住宅
・昨年４月４日）

住宅提供継続を求めて県庁前で「ひだん連」の
みなさんとスタンディング（２月１４日）



1

中
途
失
明
者
緊
急
生
活
訓
練
事
業
は
、

公
益
財
団
法
人
盲
導
犬
協
会
仙
台
訓
練

セ
ン
タ
ー
に
講
師
依
頼
し
て
い
ま
す
。
昨

年
は
年
28
回
、
28
人
と
極
め
て
不
十
分
で

す
。
か
つ
て
の
よ
う
に
、
県
に
専
門
員
の

視
覚
障
害
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
ワ
ー

カ
ー
を
配
置
し
、
訓
練
事
業
を
充
実
す
る

よ
う
求
め
ま
し
た
。

ま
た
、
リ
フ
ト
付
き
観
光
バ
ス
導
入
支

援
を
求
め
ま
し
た
。

２
０
１
１
年
７
月
末
の
「
新
潟
・
福
島

豪
雨
」
で
、
鉄
橋
が
流
さ
れ
る
な
ど
甚
大

な
被
害
を
受
け
た
Ｊ
Ｒ
只
見
線
は
「
上
下

分
離
方
式
」
に
よ
る
鉄
路
で
の
復
旧
が
決

ま
り
ま
し
た
。
過
疎
と
人
口
減
少
が
進
む

●商工業も精神的賠償も
被害続く限り継続を

原
発
事
故
で
、
い
わ
き
市
は
２
万
４
千

人
の
避
難
者
や
原
発
な
ど
で
働
く
人
が

多
く
、
深
刻
な
医
師
・
看
護
師
・
介
護
職

員
不
足
に
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
特
別

な
対
策
が
必
要
と
県
の
対
応
を
求
め
ま

し
た
。
知
事
は
新
た
な
医
療
復
興
計
画
を

速
や
か
に
策
定
し
取
り
組
む
と
答
弁
。
さ

ら
に
県
は
、
磐
城
共
立
病
院
の
呼
吸
器
系

常
勤
医
師
確
保
に
取
り
組
む
、
磐
城
共
立

病
院
整
備
の
支
援
も
行
う
と
し
、
准
看
護

師
か
ら
看
護
師
へ
の
進
学
課
程
も
支
援

を
す
る
と
答
弁
。
介
護
職
員
不
足
に
よ
り
入

所
を
制
限
す
る
施
設
は
、
浜
通
り
で
８
施

設
・
１
９
２
床
で
、
介
護
職
員
不
足
に
つ
い

て
県
独
自
の
処
遇
改
善
策
を
求
め
ま
し
た

が
、
そ
れ
に
は
言
及
し
ま
せ
ん
で
し
た
。

●研究拠点施設を県内各地に整備
主な研究拠点施設は、下表のとおりです。３施設の全体整備

費だけでも６００億円を超える国費が投入され、イノベーショ

ン・コースト構想は新年度だけでも７００億円になります。今

後の運営費が、県民負担とならないか危惧されます。

県教委が新年度の目玉事業に位置付ける「頑

張る学校応援プラン」は、学校間の競争と学力

偏重を招きかねず、また、教職員の多忙化解消

に逆行するものです。

「人格の完成」という教育本来の目標にたち、

子どもの自主性を尊重し、教職員の主体性・専

門性を生かし、保護者と地域の連携を重視する

ことを基本にすべきです。

●英語教育
２０２０年度から実施する新学習指導要領の

改訂では、「グローバルな人材育成のため」とし

て小学校の外国語・英語教育がはじまります。

新たに授業時間が３５単位増え、教員の研修も

必要となります。子どもたちへの負担や教員の

多忙化に拍車をかけることになりかねません。

●企業が求める人材育成一辺倒？

イノベーション・コースト構想推進にあたり、

自民党は産業界が要請する人材育成を県立高校

が担うよう求めましたが、教育本来の目的をゆ

がめるものです。

会
津
全
体
の
維
持
管
理
経
費
の
市
町
村
負

担
の
軽
減
を
県
に
求
め
ま
し
た
。

只
見
川
の
水
害
対
策
で
は
、
ダ
ム
の
貯
水

地
内
の
堆
砂
除
去
や
古
く
な
っ
た
ダ
ム
本

体
の
改
築
を
発
電
事
業
者
に
求
め
る
こ
と

や
河
川
の
一
元
的
管
理
な
ど
災
害
防
止
策

を
求
め
ま
し
た
。

阿
部
県
議
は
追
加
代
表
質
問
で
、
原
発
の
汚
染
水

問
題
、
農
業
振
興
、
高
齢
者
・
障
が
い
者
支
援
、
災

害
に
強
い
県
づ
く
り
に
つ
い
て
質
し
ま
し
た
。

只見川ダム群の防災と暮らしを考える

住民会議の皆さんから要望をうける県議団

＝２月１４日

宮
川
県
議
は
一
般
質
問
で
、
医
療
・
介
護
、
貧

困
対
策
、
教
育
問
題
等
に
つ
い
て
質
し
ま
し
た
。

学校教育審議会の「中間取りまとめ」

は１学年３クラス以下を統廃合の対象と

していますが、画一的統廃合は問題です。

教育長は、今後１０年間で県内の中学校

卒業生が約５千人減ること等を理由にし

ており、今年の夏頃までに答申がでると

しています。署名運動が広がっているい

わき市の県立遠野高校の存続を求める請

願は、全会派一致で採択されました。

（上）小名浜港東港拡張計画―赤い部分

「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
先
駆
け
の
地
」

を
め
ざ
す
本
県
に
と
っ
て
、
促
進
の
力
に
な

っ
て
き
た
固
定
買
取
価
格
を
引
き
下
げ
な

い
よ
う
に
国
に
求
め
る
こ
と
。
ま
た
、
企
業

主
導
の
大
規
模
な
太
陽
光
発
電
や
風
力
発

電
の
推
進
か
ら
、
地
域
活
性
化
に
つ
な
が
る

住
民
参
加
型
の
取
り
組
み
を
重
視
す
べ
き

と
質
し
ま
し
た
。

地
域
の
環
境
破
壊
な
ど
、
迷
惑
施
設
に
な

ら
な
い
よ
う
住
民
の
合
意
と
納
得
で
進
め

る
こ
と
を
求
め
ま
し
た
。

●イノベーション・コースト構想
イノベーション・コースト構想は、県が浜通り地域の復興

のエンジンと位置付け、福島復興再生特措法にも位置づけら

れようとしています。①国際廃炉研究開発拠点、②ロボット

開発・実証拠点、③国際産学連携拠点、④新たな産業集積、

⑤インフラ整備の５本の柱からなっています。 原発事故で

甚大な被害を受け、住民の帰還が進まない中で、帰還した住

民と新産業の研究員や労働者からなる新住民で復興を図る

というものです。帰還できない住民置き去り、大企業呼び込

みと利益確保の場とされる危険性が大きいものです。

●国と東電の責任を認めた

前橋地裁判決
３月１７日、群馬県に避難した住民ら

が、国と東電を相手に原発事故の責任と損

害賠償を求めた裁判の判決で、前橋地裁は

「東電は事故の予見が可能だった」、「事故

を防ぐことは可能で、国が規制権限を行使

しなかったことは違法」としました。

初めて国と東電の責任を認めた意義は

大きなものがあります。
ふくしま生業裁判結審

福島地裁前＝３月２１日

子
ど
も
の
６
人
に
１
人
が
貧
困
状
態
に
あ

る
中
、
小
中
学
校
の
就
学
援
助
金
は
前
倒
し

支
給
し
、
学
用
品
や
制
服
購
入
に
間
に
合
う

よ
う
に
す
べ
き
、
社
会
福
祉
協
議
会
等
が
窓

口
と
な
る
高
校
や
大
学
の
修
学
資
金
貸
付
制

度
は
、
受
験
票
で
受
付
可
能
と
な
る
こ
と
か

ら
、
周
知
徹
底
を
図
る
べ
き
と
求
め
ま
し
た
。

子
ど
も
に
食
事
や
居
場
所
を
提
供
す
る

「
子
ど
も
食
堂
」
へ
の
支
援
、
虐
待
が
増
え

て
い
る
中
で
児
童
福
祉
司
の
増
員
を
求
め
ま

し
た
。

上
下
分
離
方
式
と
は
…
列
車
の
運
行
と
整
備
費
用

は
Ｊ
Ｒ
が
行
い
、
そ
れ
以
外
の
線
路
と
駅
設
備
等

は
県
と
会
津
地
域
17
市
町
村
で
維
持
管
理
す
る
。

●除染の徹底で
安心できる生活環境を
２０１７年３月末で住宅除染がほぼ

終わります。再除染を求める要望に対

し、国は、ガラスバッジで実際の追加被

ばく線量が年間１ミリｓＶを超える場

合のみ再度除染する方針です。除染実施

後のモニタリングで０．２３μｓＶを超

える所を再除染するのが最も現実的で

県民が納得する方法です。

森林除染は、市町村が策定する計画に

基づき国と協議することとされており、

県として市町村を支援すべきです。ため

池除染も市町村と協議してすすめる必

要があります。

●原発事故を「天災」と言う自民党！被害も終わりに？
自民党は代表質問で「原発事故は天災とはいえ…」と述べ、事故の認識を後退させ、

さらに討論では、避難者の声を紹介した共産党県議の質問に対して、「風評被害を拡

大する」などと筋違いの発言を行いました。

（表上）統廃合の対象になる１学年３

学級以下の高校は全県で３１校です。

●地球温暖化対策に逆行する

IGCC 型火発で小名浜人工島も拡張
勿来と広野町につくる計１００万キロワットの火力発電

所は、ＣＯ２排出量が１５％程度少なくできる福島県で開

発されたＩＧＣＣ型高効率石炭火力発電施設だとして、県

も復興関連事業に位置づけています。しかし、１施設で年

間１８０万トンもの石炭を燃やし大量のＣＯ２を排出する

ため、地球温暖化対策、脱炭素の世界の流れに逆行するも

のです。この計画により、小名浜港の石炭取扱量も大幅に

増加するとして、県は９５３億円の事業費計画で進めてき

た人工島の埋め立て面積を、１６．３ｈａ増やし１．３倍

に拡張するため、事業費も大幅な増額が見込まれます。

火発増設は、温暖化対策の国際公約上も倫理上も許され

るものではありません。

商工団体を支援し未請求者対策を

東電から対象外と言われ賠償請求しなか

った事業者が多数に上ります。賠償請求を支

援する商工団体は個別の聞き取りを行って

いますが、人手不足で対応しきれないことか

ら人員配置への支援を行うべきです。

いじめを含め精神的被害は継続している

精神的賠償は来年３月末で全て打ち切られ

ます。既に、避難指示解除された地域でも帰

還した人は少数にとどまっています。全国各

地で福島県から避難した子どもへのいじめ問

題が明らかになっています。国の避難指示の

有無にかかわらず、福島県民が被っている精

神的被害は継続しており、被害に見合う賠償

を継続すべきです。

（左）

副知事交渉

１月１２日

みんなで新しい県政

つくる会



神
山
悦
子

県
議
は
、
自

主
避
難
者
の

住
ま
い
の
確

保
、
浪
江
町

を
は
じ
め
４

つ
の
町
村
の
避
難
指
示
解
除
が
目
前

に
迫
る
中
、
避
難
解
除
後
の
市
町
村

の
課
題
、
原
発
事
故
の
収
束
・
廃
炉
、

復
興
、
雇
用
、
子
ど
も
の
貧
困
対
策
、

学
校
司
書
配
置
な
ど
教
育
行
政
に
つ

い
て
総
括
質
問
を
行
い
ま
し
た
。

３
月
末
で
打
ち
切
り
と
な
る
自
主

避
難
者
の
住
宅
問
題
に
つ
い
て
、
県

は
４
月
以
降
の
住
ま
い
が
未
定
の
自

主
避
難
者
は
１
・
９
％
、
２
２
７
世

帯
（
３
月

日
現
在
）
と
答
弁
。
追

10

い
出
す
こ
と
は
人
道
に
反
す
る
と
指

摘
し
、
住
宅
提
供
の
延
長
と
支
援
の

継
続
を
求
め
ま
し
た
。

福
島
の
復
興
は
、
福
島
原
発
の
廃

炉
な
し
に
は
あ
り
得
な
い
と
指
摘
し
、

同
じ
東
京
電
力
の
原
発
立
地
県
と
し

て
事
故
原
因
の
究
明
を
す
す
め
て
い

る
米
山
新
潟
県
知
事
と
連
携
す
る
よ

う
提
案
。
知
事
は
、「
あ
ら
ゆ
る
機

会
を
と
ら
え
て
強
く
求
め
て
い
く
」

と
答
弁
。
神
山
県
議
は
本
気
で
「
第

二
原
発
廃
炉
」
を
国
・
東
電
に
明
言

を
迫
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。

安
倍
政
権
は
、
過
労
死
ラ
イ
ン
の

月

時
間
を
大
幅
に
超
え
る
月
１
０

80
０
時
間
以
下
ま
で
残
業
を
認
め
る
「
働

き
方
改
革
」
を
国
会
に
提
出
し
て
い

ま
す
。

共
産
党
は
、「
月

時
間
、
年
３

45

６
０
時
間
を
上
限
と
す
る
こ
と
」「
11

時
間
の
イ
ン
タ
ー
バ
ル
規
制
を
」
な

ど
の
緊
急
提
言
を
発
表
し
て
い
る
こ

と
を
示
す
と
と
も
に
、
県
の
最
低
賃

金
を
現
在
の
７
２
６
円
を
１
０
０
０

円
以
上
と
す
る
よ
う
引
き
上
げ
を
求

め
ま
し
た
。

大
震
災
・
原
発
事
故
対
応
で
県
内

の
自
治
体
職
員
の
過
労
自
殺
が
今
年

度
９
人
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
示
し
、

職
員
不
足
が
指

摘
さ
れ
て
い
る

こ
と
か
ら
県
の

支
援
を
求
め
ま

し
た
。

最
終
日
の
討

論
に
立
っ
た
吉

田
英
策
県
議

は
、
２
０
１
７

年
度
福
島
県
一

般
会
計
予
算
は
、
自
主
避
難
者
の
住

宅
無
償
提
供
を
終
了
す
る
な
ど
県
民

切
り
捨
て
、
一
方
で
、
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン･

コ
ー
ス
ト
構
想
推
進
は
県
民

お
き
ざ
り
、
大
企
業
呼
び
込
み
、
大

企
業
の
利
益
優
先
、
地
球
温
暖
化
対

策
に
逆
行
す
る
と
指
摘
。「
日
本
一

子
育
て
し
や
す
い
県
」「
全
国
に
誇

れ
る
長
寿
の
県
」
実
現
の
具
体
策
が

と
ぼ
し
い
と
批
判
し
ま
し
た
。

原
発
事
故
対
応
で
は
、
事
故
原
因

の
究
明
を
県
が
行
う
べ
き
と
指
摘
し
、

経
産
省
の
東
電
改
革
１
Ｆ
問
題
委
員

会
が
示
し
た
「
東
電
改
革
提
言
」
へ

の
県
の
認
識
を
批
判
し
ま
し
た
。

「
共
謀
罪
」
を
押
し
つ
け
、
安
保

法
制
の
強
行
、
社
会
保
障
費
削
減
な

ど
の
安
倍
暴
走
政
治
に
も
の
を
言
わ

な
い
県
政
で
は
、
県
民
の
い
の
ち
や

暮
ら
し
を
守
る
こ
と
は
で
き
な
い
こ

と
を
強
調
し
ま
し
た
。

教
職
員
を
含
む
県
職
員
の
人
事
評

価
を
給
与
に
反
映
さ
せ
る
こ
と
は
、

県
民
目
線
、
子
ど
も

目
線
の
立
場
に
立
て

な
く
す
る
も
の
と
指

摘
し
反
対
し
ま
し
た
。

南スーダンＰＫＯの撤退を求める意見

書は自民･公明が反対し、共産党と民進･

県民の賛成少数で否決に。カジノ解禁推

進法の廃案を求める意見書は、共産党だ

けの賛成で否決されました｡

【２０１７年３月現在の帰還状況】
広野町：2929人（53.4％）、川内村：18

90人（65.3％）、楢葉町：818人（11.1

％）、田村市都路地区：227人（73.0％）、

葛尾村：116人（8.8％）、南相馬市小高

地区：1618人（16.1％）

○
児
童
養
護
施
設
か
ら
大

学
に
進
学
す
る
際
に
、
50

万
円
の
支
度
金
と
毎
月
６

万
円
の
給
付
金
が
支
給
さ

れ
る
こ
と
に
。

○
共
産
党
県
議
団
が
長
く

求
め
て
い
た
、
避
難
区
域

内
事
業
者
が
区
域
外
で
事

業
再
開
す
る
場
合
に
も
、

４
分
の
３
の
補
助
率
適
用

に
（
帰
還
困
難
区
域
内
事

業
者
の
み
）。

○
障
が
い
児
を
受
け
入
れ

る
学
童
保
育
所
に
対
す
る

加
算
基
準
が
緩
和
さ
れ
、

５
人
以
上
か
ら
３
人
以
上

に
。

メールや電話もチェック！

内心を処罰する共謀罪
刑法の原則を根本から変え、犯罪行為

がなくても処罰の対象とする憲法違反の

法案です。テロ対策は現行法で対応でき

ます。


